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⚫ 自動走行ビジネス検討会は、自動走行分野において世界をリードし、社会課題の解決に貢献することを目指し、産学官オールジャ
パン体制で自動走行のビジネス化を推進するため、経産省製造産業局長と国交省自動車局長の主催により、2015年2月から実
施してきたところ。

０．自動走行ビジネス検討会の目的・経緯
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⚫ 2015年 2月 自動走行ビジネス検討会 設置

⚫ 2016年 3月 「今後の取組方針」をとりまとめ

⚫ 2017年 3月 「自動走行の実現に向けた取組方針 version1.0」を提示
※①一般車両の自動走行（レベル２、３、４）等の将来像の明確化、②協調領域の特定、③国際的なルール

（基準、標準）づくりに戦略的に対応する体制の整備、④産学連携の促進について検討

⚫ 2018年 ３月 「自動走行の実現に向けた取組方針 version2.0」
※ これまでの研究開発の成果を活用した安全性の評価方法の在り方等を中心に議論

⚫ 2019年 6月 「自動走行の実現に向けた取組報告と方針 version3.0」
※安全性の評価方法の在り方、人材育成・確保に係る検討等を実施

⚫ 2020年 5月 「自動走行の実現に向けた取組報告と方針 version4.0」
※無人自動運転サービスの実現・普及に向けたロードマップを策定

⚫ 2021年 ４月 「自動走行の実現及び普及に向けた取組報告と方針 version5.0」
※これまでの実証プロジェクトの目標達成に向けた取組を実施しつつ、 ①次期プロジェクトの工程表、②実証実験

の実施者の協調による取組の推進、③今後の協調領域として取り組むことが考えられる課題等を整理

過去の開催経緯



情報共有報告 報告報告

RoAD to the L4 プロジェクトの主な検討事項

テーマ１分科会：永平寺実証・モデル確立 テーマ３分科会：高速道路レベル4

テーマ２タスクフォース：ODD類型化 テーマ４分科会：インフラ連携の在り方

自動走行ビジネス検討会

安全性評価戦略WG
⚫ 自動運転の車両安全に

関する基準・標準を見据
えた評価方法の検討、シ
ナリオ検討、国際調和
等

非公式フォローアップ会合

⚫ 協調課題（主に以下のもの）や実証プロジェクトの進捗状況のフォローアップ 等

⚫ 自動運転の社会実装に向けた協調領域の深堀り、工程表のアップデート

人材戦略WG
⚫ 自動運転等の新たな交

通システムの社会実装を
見据えた人材の確保・
育成・発掘に向けた取
組の推進等

R３FY 無人自動運転等の先進MaaS実装加速化推進事業

◆ 事務局：各種検討・会議運営・成果報告
（経産省、国交省、ADL）

協調領域
Ⅹ．安全性評価

協調領域
Ⅷ．ソフトウェア人材

協調領域
Ⅰ．地図、Ⅱ．通信インフラ、Ⅲ．Ⅳ．認識・判断技術、Ⅴ．人間工学、Ⅵ．セーフティ、Ⅶ．サイバーセキュリティ、Ⅸ．社会受容性

自動運転基準化研究所

自動車技術会
⚫ 自動運転AIチャレンジ

サービスカー協調WG
⚫ 自動運転サービスカーの事業

化に向けた安全性確保や社
会受容性醸成の検討 等

０．令和３年度自動走行ビジネス検討会の検討体制

⚫ 将来像の検討 ⚫ 協調領域のフォローアップ・見直し・検討 ⚫ RoAD to the L4プロジェクトの報告・実行計画見直し

◆ 安全性評価技術構築等
（JARI）

※経産省製造産業局長・国交省自動車局長主催

【開催日】
第１回 2022年 ３月8日

【開催日】
第１回 2022年3月18日

【開催日】 2022年3月25日
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【開催日】
第１回 2022年２月9日

報告 報告

情報
共有

情報
共有

情報
共有

連携

横断的な取り組み：人材育成、社会受容性、海外動向、自動運転サービス40箇所実現に向けた検討

【開催日】
第１回 2021年6月16日
第２回 2021年12月9日
第３回 2022年3月3日

【開催日】
第１回 2022年3月8日

合同開催

将来課題検討WG
⚫ 令和元年度に策定した

「無人自動運転サービス
の実現・普及に向けた
ロードマップ」の進捗確認

⚫ 「2025年度目途に無
人自動運転サービス40
か所実現」に向けた、40
か所の条件整理、達成
に向けた制度面、技術
面の課題整理
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自動走行ビジネス検討会報告書version6.0 ポイント

１．将来のモビリティ社会像と自動走行の果たす役割
・自動走行等の社会実装を通じて解決が期待される社会課題に対して、「無人自動運転移動サービス」、「高度幹線物流システム」、
「オーナーカーAD/ADAS」の3つの軸に切り分け、各取組の方向性を整理。

２．無人自動運転移動サービスの実現に向けた取組
・「技術開発」、「環境整備」、「社会受容性」、「事業化加速」の４つの課題に対して、今年度から発足した「RoAD to the L4」プロ
ジェクトの成果及び今後の取組を整理。
・レベル４自動運転サービスが社会実装のフェーズに入りつつあるため、人材面については、開発人材のみならず、安全・円滑な運行を
行うための運用人材の在り方についても検討を実施。また、周辺住民やサービス実施者の自動運転サービスの理解向上の一助とな
る「セーフティアセスメントガイドライン」や「日本版セーフティレポート」の活用方策を検討。
・サービスカー含む自動運転の技術開発の推進の観点からも、効率的な開発環境を実現するため、 内閣府SIPによるDIVPやAD-
Urbanと連携を強化し、自動運転に係る日本初の仮想環境を用いた安全性評価基盤の構築に向けた検討を実施。

３．高度幹線物流システムの構築
・物流分野における慢性的な人手不足等の社会課題や環境課題に対して、「物流MaaS」や「RoAD to the L4」プロジェクトの今
年度の成果及び今後の取組内容を整理。

４．オーナーカーにおけるAD/ADAS※１市場の拡大に向けて
・交通システム全体としての安全性・利便性向上や省エネルギー化に資するような高度な安全運転支援技術（AD/ADAS）の開発･
普及や環境整備に向けた検討を実施。

※１ AD/ADAS：ADは自動運転、ADASは先進運転支援システムの略称



１．将来のモビリティ社会像と自動走行の果たす役割

・昨今、CASE※２革命の進展や車のソフトウェア化、GX・DX※３による自動車の使い方・作り方が大きく変革してい
く中で、将来のモビリティ社会像も踏まえ、自動走行がその解決に貢献できる社会課題を整理していくことが重
要。

・自動走行で解決が期待される社会課題としては、人口減少・高齢化の中での移動手段の確保、人手不足対
策、事故や渋滞の解消、カーボンニュートラルへの貢献などが挙げられる。また、自動走行は、社会課題解決だけ
でなく、MaaS等との連携や技術の進展により、新しいビジネスや価値が創出される可能性も。

・これらの社会課題の解決に貢献するため、自動走行ビジネス検討会/RoAD to the L4において、必要な施策
の具体化を図るとともに、協調領域の深化を行う。

消費者

移動診察/移動販売

共同送迎
（AIによる最適ルート）

電力系統

FCEV

自動運転

貨客混載

学校/病院/役所/小売店舗

情報連携PF

次世代モビリティ×関連サービス
イメージ

パーソナルモビリティ

観光・娯楽

地域・社会システム
（多様なモビリティとサービスの結合（MaaSの実装））

安全で快適な車
（自動走行技術、コネクテッド技術等）

ー 事故・渋滞の解消

ー 人口減少・少子高齢化の中での移動手段の確保

ー 人手不足下での円滑な物流機能の維持・高度化

自動運転等の社会実装を通じて解決が期待される社会課題

ー カーボンニュートラルへの貢献

ー 新しいビジネスモデルや付加価値の創出

これらの社会課題の解決に向けて、
RoAD to the L4の取組を加速し、協調領域を深化

4
※２ Connected（コネクテッド）、Autonomous（自動運転）、Sharing（シェアリング）、Electric（電気自動車）の頭文字をとった造語。
※３ GX・DX：Green Transformation Digital Transformation
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・自動走行等の社会実装を通じて解決が期待される社会課題に対して、①無人自動運転移動サー
ビスの実現、②高度幹線物流システムの構築、③オーナーカーのAD/ADASの市場拡大の３つの
取組を中心を具体化させていくとともに、協調領域の深化を図る。

自動走行技術の社会実装を通じて解決が期待される社会課題

①無人自動運転移動サー
ビスの実現
2025年40箇所、2030年
100箇所と、着実な自動運転
の移動サービスの社会実
装・普及に取り組む。

②高度幹線物流システム
の構築
隊列走行・レベル４トラック
と物流拠点とがシームレスに
連携する高度な幹線輸送の実
現を目指す。

③オーナーカーのAD/ADAS
市場拡大
レベル４サービスカーへの波及
効果を期待するとともに、交通
システム全体としての安全性・
利便性向上や省エネルギー化に
貢献する。

カーボンニュートラル
への貢献

事故・渋滞の解消
人手不足下での

円滑な物流機能の
維持・高度化

人口減少・高齢化
の中での

移動手段の確保

新しいビジネスモデル
や付加価値の創出

１．将来のモビリティ社会像と自動走行の果たす役割

④協調領域の深化・拡大



6

２．無人自動運転移動サービス
の実現に向けた取組
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無人自動運転移動サービスの実現･普及に向けて

⚫ 無人自動運転移動サービスを本格的に普及していくためには、技術開発、環境整備、社会受容性
向上の総合的な取組を元に、事業化につなげていくことが重要。

⚫ まずは、2025年度目処に無人自動運転移動サービスを40箇所で実現することで、技術開発、環
境整備、社会受容性の課題解決に資するようなノウハウ･成果を生み出し、事業化に向けたコスト
ダウンを図り、2030年度頃への本格的な普及を目指す。

環境整備

（インフラ、法整備等） 技術開発
社会受容性
向上

･要素技術の開発
･統合した自動運転システムと
しての技術の高度化･標準化

･地域の人材確保
･持続的な事業体制の構築
･インフラ連携の在り方

･地域関係者の理解と協力
･関係者間の役割の整理

2025年度目処：無人自動運転移動サービス40箇所実現

2030年度目処：本格的な無人自動運転移動サービスの普及※４

事業化加速

※4 成長戦略フォローアップにおいても、公道での地域限定型の無人自動運転移動サービスについて、2025 年を目途に 40 か所以上の地域で、2030 年までに全国 100 か所以上で実現する。
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無人自動運転移動サービスの実現に向けた課題

⚫ 2025年40ヵ所の着実な社会実装に向けては、国際的な動向も踏まえつつ、以下のような課題に重点的に
取り組む必要があるのではないか。

要素技術の開発：
･レベル４に向けたソフトウエア、セン
サー等の自動運転要素技術の開発。

技術面の高度化・標準化：
･より多くの車両を効率的に同時監視で
きる遠隔監視システムやスキームの構
築。
･ 自動走行システムの安全性の評価手
法の構築と国際標準化。

環境整備

（インフラ、法整備等）
技術開発 社会受容性

向上

地域関係者の理解と協力：
･地域の関係者・関係機関の理解と協
力を得て、円滑かつ安全に自動運転
サービスを実施するためのひな型
（セーフティアセスメント、セーフ
ティレポート）の整理。

関係者間の役割の整理：
･関係者に求められる役割と責任分解
点、保険スキームなど円滑な事業環
境の構築に必要な役割の整理。

レベル4に向けた人材確保・育成：
･バス・タクシー事業者のシステム・人
材への対応を含め、遠隔監視者や車内
保安要員などの自動運転に必要な人材
の確保や、教育の在り方の検討。

持続的な事業体制の構築：
･整備／メンテナンス等を含め、地域で
サステイナブルに運営するための事業
体制の構築。

インフラ連携の在り方：
･車両単体では走行困難な環境･混在空
間での、インフラと車両の役割の整理。

事業化加速

コスト面：
・自動運転サービスによって得られるメリットとイニシャル／ランニングのコストの整理をした上での、
先行して導入する者に対する支援策の検討。
・MaaSと自動運転を組み合わせることで、効率的な運行や新たな移動ニーズを喚起し、持続的な移動サー
ビスの提供。

これらの課題を視野にいれ、「RoAD to the L4」において主要な走行環境での研究開発・実証プロジェクトを実施。
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⚫ 2025年度目途の無人自動運転移動サービスの40箇所での実現を目指し、2021年9月より「RoAD to the L4」
プロジェクトを開始。モデル地域での実証実験や事業モデルの検討や社会受容性向上に資する検討を実施。

環境整備
（インフラ、法整備等）

技術開発

社会受容性
向上

事業化加速

本格運行（T1@永平寺町）

事業モデルの検討
収支評価等を踏まえた事業モデル検討（T1,T2,T4）

支援策等の検討
実装加速化に必要な
支援策検討･整理

実装加速化に必要な支援の実施

本格運行（T2@日立）

25

年
度
頃
の
40

箇
所
の
実
現

安全性評価手法･地域合意の手法の検討
安全設計ガイド/SAガイドライン/日本版セーフ
ティーレポートの策定（T2）

レベル4移動サービスの運用に向けた地域合意に関するプロセス等の整
理（2022;T1, 2023;T2, 2024;T4）

サービス実施者等の役割分担
遠隔監視者･車内保安要員等の役割分担に関する検討（T2）

実証等による検証と課題の整理（T2）

広報･周知活動等の実施

BRTや協調型システムへの展開
交差点や他の交通参加者を踏まえたODD設定（T2,T4）

車両の改造
ODDを踏まえた車両改造（T2,T4）

限定空間におけるレベル4自動運転移動
サービスの実現
ODD設定に基づく、レベル4自動運行装置・
車両・遠隔システム・通信装置の開発（1:N
の拡大等）（T1）

レベル4自動運転移動サービスに対応した協調型システムの検討
協調型インフラと車両等の役割分担等の明確化 （T2,T4）
信号連携/死角検知の可能性検討及び要件定義 協調型インフラの整備と実証を踏まえた検証（T4）

永平寺町
レベル4サービス実証

無人自動運転移動サービスの実現に向けた取組について（「RoAD to the L4」プロジェクト）

2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY～

日立BRT
レベル4サービス実証

柏の葉
レベル4サービス実証
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３．高度幹線物流システムの構築



自動運転技術を活用した物流分野での社会課題解決・付加価値向上

支線配送（域内～末端）幹線輸送 結節点

物流
MaaS
実現像

倉庫 中継拠点

小売店舗

消費者

小売店舗

小売店舗

●ダブル連結トラック

情報連携PF

●共同輸送

●共同配送/混載配送

●バース予約

車両の大型化・自動化により
1台（運転手1人）当り輸送量が飛躍的に増大

求貨・求車システムにより
実車率が上昇

物流情報がインフラ側情報とも連携し、
シームレスな積み替えが実現

生産・販売予測情報を基に、
貨物ODに応じた最適輸配送が可能に

電動車両の導入が進む

●電動商用車活用

●最適ルート・エネマネ

●帰り荷マッチング

生産拠点

●限定域内自動運転

倉庫・卸●有人隊列走行（レベル2）、
レベル4走行

●FCトラック ●パレット・梱包資材標準化

⚫ 物流分野における慢性的な人手不足等の社会課題や環境課題に対し、幹線輸送・結節点・支線配送を通じた
データ連携や機能自動化等を通じ、その解決や付加価値向上を目指すことが重要（「物流MaaS」の実現像）。

⚫ 隊列走行を含む高性能トラックの実用化についても、こうした新たな物流システムの社会像の中で「幹線輸送の高
度化・効率化」のための重要な要素として、その早期の実用化・社会実装が求められている。

⚫ そこで、物流MaaS※5でも自動化対応を代表的なユースケースとしてデータ連携の検討を進めると同時に、高性能
トラックに社会実装に向けて、こうした具体的なユースケースや社会像を念頭に性能要件の具体化等を進める。

●荷役自動化・AGV導入

SA/PA等

●休憩・積替拠点等

●スワップボディ

荷主マッチングにより
積載率が上昇

●共同輸送/混載輸送
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➢ 具体的なユースケースを念頭に「高速道路における隊列走行を含む高性能トラックの実用化」に向けた取組を実施中。

➢ 同時に、官民挙げた物流MaaSの取組の中でも、自動運転への対応を代表的なユースケースとして検討を具体化しているところ。

※5 物流MaaS:物流業界を取り巻く現状と課題を踏まえ、2020年4月に商用車OEM、荷主・運送事業者等の参加を得てとりまとめた、物流分野における新しいモビリ
ティサービスの実装に向けた取り組みの方向性（①トラックデータ連携、②輸配送効率化、③電動商用車等活用）に従い、実証や標準化の検討を推進中。
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自動運転を活用した新しい基幹物流システムの構築に向けて
⚫ 物流の担い手不足解消や物流効率の向上に向け、 2025年度以降の高速道路におけるレベル4自動運転トラッ
クの実現及び2026年度以降の自動走行技術を用いた幹線輸送の実用化・社会実装を目標とする。

⚫ 「RoAD to the L4」のテーマ３において、大型車メーカー各社および物流事業者をはじめとする関係者が、一堂に
会し、①インフラ・制度整備、②車両／システム開発、③走行環境・運行条件、④事業モデルの検討を開始。

環境整備
（インフラ、法整備等）

技術開発

社会受容性
向上

事業化加速

インフラ・制度整備の検討
・高速道路でのレベル４自動運転トラックの実現に向け、インフラ支援等の検討が必要
・レベル4認定取得のための論点整理

事業者ヒアリング
・事業者ヒアリングによ
るレベル4トラックの基
本的な在り方を確認

事業モデル検討
・事業モデルの類型化
・事業者が受け入れ可能な
モデル毎の採算性検討

高
速
道
路
で
の
自
動
運
転
ト
ラ
ッ
ク
（
レ
ベ
ル
４
）
実
現

2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY～ 2026FY～

共同運行事業形態の
確立
・事業モデルの運用を実
現する体制の構築と運
用の評価

より多くの事業者を対象とする利用促進施策の検討
・大手のみならず中小の事業者を対象としたヒアリング等を踏まえた社会
実装ステップの策定

・他の高速道路利用者及び関係者等の理解醸成

ODD検討
・レベル4ODDのコンセ
プト検討

・リスク回避策の検討

ODD検討・評価
・リスク回避策の評価
・無人自動運転車の監視と本シス
テム運用のためのレベル4トラック
運行管理システムの要件検討と
評価

マルチブランド協調評価
・大型車OEM各社の車両およびレ
ベル4トラック運行管理システムを
用いた路車連携等含むODDの
評価

共同運行事業形態の確立準備
・複雑な事業モデルを運用可能と
する共同運行事業形態に求め
られる役割/要件の整理

協調領域の特定
・車両技術開発の前提となる、業界共通の前提条件の特定と技
術要件の整備

大型車OEMによる車両・システム開発

レベル4
公道実証

レベル4相当
公道実証

テストコース
実証

26

年
度
以
降
の
実
用
化
・
社
会
実
装

「RoAD to the L4」のテーマ３工程表



４．オーナーカーのAD/ADAS市場
の拡大
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⚫ 複雑な交通環境下で使用されることの多いオーナーカーの動向としては、当面の間、レベル2以上3未満

の開発･市場化が進むことが見込まれ、AD/ADASの普及により事故や渋滞の課題解決が期待される。
⚫ また、レベル４サービスカーの社会実装に向けても、量産効果の大きいオーナーカー（レベル2~3)の普及を

促進することにより、レベル４自動運転車との共通基盤技術のコストダウンや協調型インフラ整備の後押し、
半導体を含めたAD/ADAS関連技術への民間投資促進に繋がる可能性がある。

オーナーカーにおける目指すべき将来像の実現に向けて

広域

狭域

導
入
地
域

2022年 2030年～2025年

レベル2～3の
AD/ADASの
更なる普及

レベル1~レベル2
普及

協調領域による自動運転開発促進
自動運転要素技術（地図、通信インフラ、認識・判断技術、

人間工学、セーフティ、サイバーセキュリティ）
、ソフトウェア人材、社会受容性、安全性評価

自家用車

TAXI
商用車

自動運転
導入環境の拡大

オーナーカーで
普及した基盤の活用

レベル4サービスカー
本格普及

レベル4サービスカー
導入促進
（40か所）

レベル4サービスカー
導入

量産効果によりコスト低減されたシステム活用
AD/ADAS ECU、センサー、アルゴリズムなど

高度な運転支援車とサービスカーの基盤共用

AD/ADAS市場の拡大
国内産業の活性化（半導体など）

レベル2～3
AD/ADAS
導入促進

運転支援
の進化
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高度な安全運転支援技術の開発・普及や環境整備

⚫ オーナーカーのAD/ADASの普及に向けては、CASEやソフトウェア化の進展など国内外の動向も踏まえつつ、
特に交通システム全体としての安全性・利便性向上や省エネルギー化に資するような「高度な安全運転支
援技術（AD/ADAS）の開発･普及や環境整備」を進めていく。

⚫ 具体的には、①基盤技術の開発、②通信の協調・標準化の議論やセキュリティ対策、③技術の普及を軸と
した取組を進め、AD/ADASの市場拡大の後押しにも繋げていく。

①基盤技術の開発
レベル４に対応する高度な認識・判
断に必要不可欠なソフトウェア、セ
ンサーの技術開発

高精度な位置特定技術

路車･車車間通信

OTA※６機能

サイバーセキュリティ

➡交通システム全体で事故・渋滞に対処可能

事故の減少 渋滞の減少 環境性能向上

②通信の協調・標準化の議論やセ
キュリティ対策
通信の協調・標準化に向けた議論を
進め、コネクティッド化による一層
のサイバーセキュリティへの安全対
策が必要

③技術の普及
交通エリア全体で、安全性･利便性向
上や省エネルギー化に資する様な安
全運転支援技術の普及

➢ 統合ECU※7が全体を制御

➢ ソフトウェアが車を定義するように

➢ 車車間・路車間でコネクテッド

※6 OTA: Over The Airの略称
※7 ECU: Engine Control Unitの略称



＜高精度な位置特定技術＞

道路の形や幅、勾配、標識等を記録し
た高精度地図等※を活用することによ
り、道の情報を把握し、カーブ前後の
加減速、勾配でのアクセル操作、安
全・円滑な車線変更などが可能。
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⚫ 今後より一層、安全性・利便性・省エネ性の向上実現が求められるAD/ADASには、高い精度で周囲の道路形
状や交通参加者などの周辺環境を認識し、正確に状況を判断した上で、他車やインフラと通信する技術が必須。

⚫ このため、今後の国内外の技術開発の動向を見据えつつ、「高精度地図等の位置特定技術」、「OTAによ
るソフトウェアアップデート機能」や「路車・車車間通信の機能」を持つ車両の普及を支援してい
くことが必要。

認
識
シ
ス
テ
ム
（
例
）

交通状況認識
・外界センサー（カメラ・レーダーなど）
・路車間･車車間通信

道路形状認識

・外界センサー（カメラ・レーダーなど）

・高精度地図・GNSS

・地図・運転支援機能の更新が可能となるよ
うな高度なOTA機能

ADAS車両

通信

周辺車両の挙動、分合流状況、信号情報の通信が可能

地図や運転支援機能の更新が可能

高精度で道路形状や自己位置を把握可能

＜高度な安全運転支援システムに必要な機能例＞

＜OTA機能＞

無線通信により常に最新のソフトウェ
アに更新され、新たな機能を追加可能
に。狭域通信・高精度地図の普及状況
に併せて、車両制御を含めて交通流の
最適化のためのアップデートをアジャ
イルに実現。

＜路車・車車間通信＞

車両同士や信号・路側インフラ設備
と無線通信し、周辺車両の挙動、信
号情報等を得ることで事故を防ぐ。
また、先行車両の車両情報を活用し
て車間を適正化（CACC※8）するこ
とで、交通流を改善。

国内外ともにハンズオフを実現する高度なレ
ベル2以上の車両には、高精度地図が搭載さ
れているケースが多い。他方、プルーブ情報
を利用した低コストな地図の導入や動態情報
を活用する動きもある。

国
内
外
動
向

国内外で高度なADASを実装する車両を中心
にOTA機能を搭載するケースが増えているが、
OTAによるアップデートにはあらかじめユー
ザーの同意が必要であることやサイバーセ
キュリティ対策が必要。

ＥＴＣを除く狭域通信はまだ十分に普及して
おらず、通信方式・周波数帯についても各国
で検討中。

高度な安全運転支援技術の普及にむけて

※SIPの取組では、基準点に対して25cm以下の精
度を求めている

※8 CACC Cooperative Adaptive Cruise Controlの略称


